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政策等の名称 内容

パブリックコメント
29年7月1日

～
29年7月31日

意見提出0件

パブリックコメント
平成29年9月
15日～10月
16日

意見提出0件

パブリックコメント
２９年１２月２０
日～３０年１月

１８日
意見提出２件

小学校・中学校給
食運営委員会

３０年３月９日
小学校８名、
中学校１０名

参加

平成29年度　市民参加実施状況一覧　（事前評価していないもの）

整
理
番
号

市民参加の実施
方法

実施予定時
期

実施時期 実施結果 担当課

市民参加条例の区分

1

北広島市税条例
の一部改正につ
いて

地方税法の一部改正に伴
い、次のとおり改正する。（平
成31年１0月1日施行)
○軽自動車税環境性能割の
創設に伴う不申告時の過料
規定追加（10万円以下の過
料）
○法人市民税の法人税割の
税率改正（制限税率12.1％→
8.4％）

税務課

(5)　市税の税率の引上げを目的として行う条例
の制定、改正又は廃止

2

北広島市火災予
防条例の一部改
正について

消防法令に関する重大な違
反のある特定防火対象物の
情報をホームページで公表
することにより、利用者が自ら
その危険性に関する情報を
入手できるようにするととも
に、防火対象物の関係者によ
る防火管理業務の適正化及
び消防用設備等の適正な設
置を促進するため、北広島市
火災予防条例の一部改正を
行うこととする。

消防本部
予防課

(2)市政に関する基本的な方針を定める条例の
制定、改正又は廃止

3

学校給食のあり
方に関する基本
方針について

学校給食のあり方に関する基
本方針については、より一層
安全で安心な学校給食の充
実を図り、次代を担う子どもた
ちが心身ともに健やかに育つ
よう、より良い学校給食の実
現のために策定した。

給食セン
ター

（1）市の基本構想、基本計画その他市の基本
的な事項を定める計画の策定又は変更
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政策等の名称 内容

平成29年度　市民参加実施状況一覧　（事前評価していないもの）

整
理
番
号

市民参加の実施
方法

実施予定時
期

実施時期 実施結果 担当課

市民参加条例の区分

パブリックコメント
30年1月4日
～30年2月2

日

意見感想
提出3件

国民健康保険
運営協議会

29年6月～
30年2月

3回開催/公
募市民2名/
出席率91％

パブリックコメント
30年1月4日
～30年2月2

日
意見提出0件

障がい福祉部会
平成29年6月
～平成30年2

月

10回開催/公
募市民1人/
出席率80％

パブリックコメント
平成30年1月
4日～平成30
年2月2日

意見提出0件

アンケート
平成29年7月
4日～平成29
年7月31日

回収率48.8％6

北広島市障がい
者福祉計画・第5
期障がい福祉計
画・第1期障がい
児福祉計画の策

定

北広島市障がい者福祉計
画・第4期障がい福祉計画が
平成29年度に計画期間終了
となることから、平成30年度を
初年度とする障がい児支援の
提供体制の確保に関する事
項等を加えた、北広島市障が
い者福祉計画・第5期障がい
福祉計画・第１期障がい児福
祉計画を策定する。

福祉課

4

いじめ防止基本
方針の改定につ

いて

平成25年9月に施行された「いじ
め防止対策推進法」に基づき、
国の「いじめ防止等のための基
本的な方針」が示されて3年が経
過し、必要な措置を講ずるとされ
ていることから、平成29年3月に
基本的な方針の改定が実施され
た。
これを受け、北海道においても
「北海道いじめの防止等に関す
る条例」に基づき、平成30年2月
に基本方針の改定を行ったとこ
ろである。
これらのことから、改定が行われ
た国の基本的な方針及び北海
道の基本方針の内容を参酌しな
がら、「北広島市いじめ防止基本
方針」を改定する。

学校教育
課

(2)市政に関する基本的な方針を定める条例の
制定、改正又は廃止

5

国民健康保険税
条例の一部改正

について

国民健康保険制度の都道府
県単位化に伴い、北海道から
示された平成30年度の市町
村ごとの「国民健康保険事業
費納付金」及び「標準保険料
率」を基に、本市における軽
減対策を講じたうえで保険税
率の改定を行うため、北広島
市国民健康保険税条例の一
部を改正する。

保険年金
課

(5)市税の税率の引上げを目的として行う条例の
制定、改正又は廃止
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政策等の名称 内容

平成29年度　市民参加実施状況一覧　（事前評価していないもの）

整
理
番
号

市民参加の実施
方法

実施予定時
期

実施時期 実施結果 担当課

市民参加条例の区分

高齢福祉部会
平成29年8月
～平成29年
11月

4回開催/公
募市民1名/
出席率100％

パブリックコメント
平成30年1月
4日～平成30
年2月2日

意見はなく、
案は修正しな
かった。

アンケート
平成29年12月8
日～平成29年
12月23日

計画策定の基礎資料
とするため、介護予
防・日常生活圏域
ニーズ調査を実施

北広島市行財政
改革推進委員会

29年4月～
30年3月

2回開催/公募市
民1名/

出席率100％

パブリックコメント
30年1月4日
～30年2月2

日
意見提出0件

子どもの権利推進
委員会

29年11月～
30年3月

3回開催/公
募市民2名/
出席率77％

パブリックコメント
30年1月4日
～2月2日

提出意見16
件

アンケート調査
29年11月～
12月

回収率35.4％9

子どもの権利に
関する推進計画
第2期計画につ

いて

子どもの権利に関する推進計
画は、子どもの権利条例第25
条に基づく、子どもの権利に
関する施策を総合的かつ計
画的に推進するための計画
で、平成30年度から計画期間
を開始する第2次子どもの権
利に関する推進計画を策定
する。

子ども家
庭課

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的
な事項を定める計画の策定又は変更

8

行財政改革大
綱・実行計画中
間年度改訂版に

ついて

計画期間を第5次総合計画が
終了する平成32年度に合わ
せ、6年間としていたが、市を
取り巻く状況の変化に対応し
実効性のある計画とするた
め、計画期間の中間年である
平成29年度に見直しを行い、
改訂版を策定する。

企画課

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的
な事項を定める計画の策定又は変更

高齢者保健福祉
計画・第7期介護
保険事業計画に

ついて

高齢者保健福祉計画は、老
人福祉法第20条の８の規定
に基づく「老人福祉計画」とし
て策定する。
介護保険事業計画は、介護
保険法第117条の規定に基
づく計画として、国の基本指
針に則して策定する。

高齢者支
援課

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的
な事項を定める計画の策定又は変更

7
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政策等の名称 内容

平成29年度　市民参加実施状況一覧　（事前評価していないもの）

整
理
番
号

市民参加の実施
方法

実施予定時
期

実施時期 実施結果 担当課

市民参加条例の区分

アンケート
29年3月～4

月
回収率
32.2％

北広島市東の里
遊水地利活用検
討懇話会

29年8月～10
月

3回開催各種
団体代表者
公簿市民2名

パブリックコメント
30年2月１日
～3月２日

意見提出8件

北広島市六次産
業化等推進協議

会
30年12月

2回開催/
出席率92％

パブリックコメント
30年2月1日
～30年3月2

日
意見提出0件

11

北広島市6次産
業化等推進戦略

（案）

　平成27年度に策定した「北
広島市まち・ひと・しごと創生
総合戦略」における基本目標
「挑戦」の基本的方向で示す
「農業経営の多角化や6次産
業化等に向けた取組など、地
域資源である農畜産物や農
村地域等の付加価値をより一
層高めることで、農業を核とす
る新たな産業を創出し、所得
向上や雇用促進」につながる
取組を地域総ぐるみで推進
し、農業はもとより、商工・観
光などの他の産業の振興を
図るための方策をまとめるた
めに、北広島市6次産業化等
推進戦略を策定する。

農政課

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的
な事項を定める計画の策定又は変更

10

北広島市東の里
遊水地利活用計

画（案）

平成17年に国が策定した「千
歳川河川整備計画」に基づき
整備が進められている東の里
遊水地は、治水対策施設で
あるが平常時には一部利活
用が可能となることから、市で
は平成23年に利活用の基本
的な考え方を示した「北広島
市東の里地区利活用計画」を
策定した。平成27年に国から
遊水地内における工作物設
置許可基準が示されたことか
ら、利活用を具体化した今後
の施設整備を行う上での指針
とするために利活用計画を策
定する。

庶務課

（１）市の基本構想、基本計画その他市の基本
的な事項を定める計画の策定又は変更
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